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（フロンティア農業経済研究 第16巻第2号 2013.2〕

総 合 討 論

長南座長 ：

4つの報告で、 戸別所得補償制度の政策的な

背景、 制度的な特徴に加えて、 より実態に基づ

いた制度への理解が深まったと思います。 ディ

スカ ッ シ ョ ンは3つのバートにわけて、 皆さん

の質問を交えながら進めさせて頂きます。 ま

ず、 松木報告を中心に、 制度設計の枠組みとそ

のディテ ー ルにつ いてのディスカ ッ シ ョ ンを し

たいと思います。 第二に、 志賀報告• 平石報告

にあった実態についてです。 以前は稲作農家と

畑作燐家をはっきり区分できるという意識があ

りましたが、 そういう時代ではなくなったとい

う感じがします。 その意味で実態面について、

過去3年間の水田・畑作経営所得安定対策に対

する評価と今後について議論 した い と思いま

す。 評価に関 しては特に地帯構成を意識して討

論したいと考えています。 第三に、 今回のシン

ポジウムのタイトルに、 非常にあいまいに「自

立」という語を使わせて頂いたのですが、 北海

道農業にとっての制度の意味を理解すると同時

に、 より良い制度設計の可能性について、 今回

の報告の範囲にこだわらずにディスカ ッ シ ョ ン

が出来ればと思います。

最初に制度設計の問題ですが、 目 的 ・ 主体 ・

手段 • さらに財源確保の問題について、 松木氏

から分かりやすい説明、 評価があったと思いま

す。 まずこの点について補足や論点がございま

したら、 お願いします。

松木 ：

私が最近こだわっているのは財源問題です。

こ の問題で引っかかりがあると思ったのは次の
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点です。 1985年に畑作物が作付指標による計

画生産に入ります 。 翌年86年にてん菜につい

て生産調整、 つづく87年にはでんぶんの生産

調整があり、 雑豆の廃耕措置問題がありま し

た。 で んぷんの生産調整をみると、 1986年に

31万トンだった、 馬鈴薯でんぷんの生産が、

1987年には26万8千トンに抑制されました。

輸入品を財源に国産品に補てんすれば、 輸入品
が減れば財源負担部分が減ります。 したがって

財源負担部分の減少にあわせて支援水準を下げ

ざるを得ないために 、 コ ス ト差のパ ラ ン ス を

とって国内産の供給を頭打ちにするという状況

が延々 と続いてきました。 砂糖でも、 やはり

1985年前後に財源の累 積赤字問題があり生産

砿を下げてきました。 現在、 でんぶんは1 3万5

千 トンを支援上限とし、 それ以外の固有用途を

含め約23万トンから25万トンの幅で北海道に

おいて生産される計画ですが、 この間生産量が

かなり減少してきています。 ですから、 作付指

標をみれば、 当初はてん菜・馬鈴薯ともに7万

2千ヘクタールでしたが、 今は馬鈴薯で5万6千

ヘクタール程度まで減少しています。 これは、

激原用だけの問題ではなく、 生食 • 加工用でも

重要な問題です。 この繰り返しから逃れられる

かが、 最終的な支援の安定に関わってくるので

はと考えていました。

別の場所でも報告しておりますが、 水田・畑

作経営所得安定対策における生産条件不利補正

対策、 いわゆるゲタ対策などが約1,500億円 、

そのうち麦会計から入ってくるのが約770億

円、 また砂糖やでんぷんの部分として農畜産振

興事業団から入ってくるのが約230億円である



,—

ため、 足 す と 1 ,000億 円 になります 。 つまり

は、 3分の2が特定財源なのです。 砂糖は累積

赤字を抱えていますし 、 食料管理会計から入っ

て く る輸入麦の売買差益は実は700億円には満

たない状態です。 そのため不足分を借入 し、 国

債とは違う形で見えない部分で国民の借金を増

やしている。 このように、 かなり破綻に近い形

になっているのが現状です。 国民の借金を増大

させているにもかかわらず、 農業サイド、 つま

り関連団体 • かつての族議員 ・ 調整金制度で保

護されている国内の食品加工業の利益だけを追

求する仕組みになりすぎてはいないかと懸念し

ています。 今のうちに整理して諾論 していかな

ければと思っています。

長南座長 ：

負担問題では誰が最終的な受益者か、 その場
合、 農産物の価格がどの水準になるのかが重要

ですが、 松木報告では、 品質の問題を考慮し

て、 小麦について報告 レ ジ ュ メの図1で説明し

ていただきました。 輸入品との品阿格差、 これ

が北海道産の畑作物価格にどう影響するのか、

そのへんを、 ピー ト ・でん原馬鈴薯と、 小麦・

大豆について補足説明していただけますか。

松木 ：

まず砂糖の輸入と国産にどう差があるのかと

いう話になりますが、 てんさい糖ではオリゴ

糖、 サ ト ウ キビでは黒砂糖などという形で差別

化しています。 グラニュ ー糖や上白糖にした場

合では差はありません 。 し かも 家庭消費は

15%しかないため、 業務用において、 てんさ

い糖などという形で差別化することはほとんど

無理だと思っています。 でんぷんでも、 そのよ

うな用途はあるとはいえ、 かなり限られていま

す。 小麦については、 1 1年産から北ほなみに

品種が切り替わります。 北ほなみの品質につい

ては、 オー ス ト ラリア産ス タ ンダー ドホワイ
ト、 いわゆるA S Wといわれるうどんの主力品

種と同等の官能試験の結果が出ているため、 基

本的には対等に戦えるとしても、 まだ追い越す

ところまでいっていません。 その面でいうと、

支援制度、 たとえば調整金制度をなくすと、 国

際価格水準以下に国産麦価格を下げて市場を確

保することになります。 コメの市場における、

かつての北海道米のようなボジシ ョ ンで、 国産

麦の値段は動いていくことになります。

長南座長 ：

それでは、 実態をふまえた制度設計の議論に

入りたいと思います。 今回のシンポジウムの目

標は、 実際に経営に何が起きたのか、 そのこと

を確かめるということです。 十勝畑作地域の先

進的な経営データを使い、 優れた典家がどう動

いたか、 ということを報告いただきましたが、

何か平石報告、 志賀報告に関連して、 意見・質

問を頂けたらと思います。

樋口 ：

図の説明部分の内容を確認したい箇所がござ

います。 また、 5年前にシンポジウムの座長を

させ て頂いた時の考えと、 今日の報告との若干

の違いを述べ、 あとは質問をさせて頂きます。

5年前は対象品 目 の ピートや小麦はさらに減る

との考えをもちましたが、 実際は意外と減 少し

なかったように感じています。 確かに十勝全体

では減少しましたが、 その幅は大き く はなく、

また対象面積が増えた股家と減った農家とで調

べても、 一戸あたり平均では作付面積は少し増

加 し ています。 それは離農があるからです。 経

営面積を減らした農家は、 対象品目の作付面積

をかなり減らし 、 逆に経営面 積を拡大した膜家

は対象品目を増やし ているからです。 結果とし

て、 地力維持のための輪作が一 番大きい要因で
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あり、 対象品目 の収益性は減少したにも関わら

ず作付け割合を変えないという背景があるので

はと考えています。

質問ですが、 政策が変わり大豆とピートが増

えるだろうと私も考えていますが、 収益性が下

がってい く 中で、 米では米粉などがようや く 出

てきたように、 マーケティングにおいてまだ新

規需要の開拓の余地がどこかにないかという点

についてお聞ききしたいです。 平石報告では、

生産物あたりの生産贄と収入の単収階層間格差

を載せてありますが、 その中で赤い線が横に引

かれているのですが、 単収が上がったとしても

あまり差はないということです。 固定払は、 面

積ではなく過去3年間の出荷収量を町村平均の

単収で割り返し面積加算をしていますので、 図

では緑の線は下に斜めに下がっていますが、 そ

の規模の平均の値を使えばもう少し上がるので

はないでし ょうか。 また収品の高い農家におけ

る減少を示している緑の線を、 どのように計算

したかが疑問です。 実際に農家が得た補助金で

線を描いたのか、 それともモデル的に描いたの

で し ょうか。

長南座長 ：

5年前のシ ンポジウムではLP (線形計画法）

などを駆使し、 さまざまな条件変化で畑作の作

付構成が変わるという予測結果が検討されまし

た。 その議論のなかで、 単収の問題やモラルハ

ザードの課題が出ていたかと思います 。 経営

上、 単収水準は重要なポイ ントになるか思いま

すが。

こなっていますが、 グラ フの形状は少し変わり

ますが、 単収の高い階層ではやはり得られる利

潤は減少し ます。 こ れにはおそらく 2要因があ

り 、 制度設計での平年収量の影響と、 分析対象

とした平成20年は作柄が良 く 、 単収の高い階

層には設定された平年収塁を上回る経営が多

かった影響があると思います。

5年前のシンボジウムではもう少し対象作物

の面積が減るのではないか、 モラルハザードな

どによって、 単収が落ちるのではないかという

点が懸念されていたように思います 。 その後
2、 3年間、 それを検証する論文が公表されて

いますが、 実際にはそこ まで大きな変化は生じ

ておらず、 この要因は、 「当面の問、 施策の見

直しはしない」という表現に起因した、 様子見

にあること、 あるいは、 政策研の川崎さん、 北

農研の若林さんが分析したような施策見直しへ

の期待にあることが定説になっていると思いま

す。 結局、 「当面の問」が終わると同時に、 実

績払いの水準どころか、 経営安定対策自体が見

直されてしまいましたので、 腹家行動に与えた

であろう真の影響はわかり ません。 私は、 畑作

農業は低コス ト 化の推進を発展方向の基礎とす

るべきだと考えていますので、 経営安定対策は

低コスト化を推進する政策だったのかというこ

とを分析しました。 そして、 経営安定対策は整

合しなかったこと、 戸別所得補償で改善はされ

るものの、 それでも以前ほどではないと考えて

います。 5年前のシンボジウムとの関係でいえ

ば 対象品 目 の作付けは今後も減 少し、 てん菜

で直播への転換が進んでいるように単収も停滞

するのではないかと考えています。

平石 ：

今回、 示したものは、 単収は調査事例個々 の 長南座長 ：

平成20年実績、 実績払いは調査事例の属する 経営安定対策の単収水準への影磐について、

町村平均値を用いてモデル的に算定 したもので 平石報告、 松木報告では、 単収を抑制的にした

す。 ただし、 実際の助成金額を用いた分析もお のではないかと評価しています。 こ れからの戸
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別所得補佐の新しい方式との関係を少しご議論

頂きたいと思います。

松木 ：

平石報告も私の報告も、 評価する際の実施期

間が短いとい うことが正直あります 。 政策が

ずっと固定された場合は分かりません。 また私

は現在、 帯広市川西農協さんで振興計画作成の

お手伝いをさせて頂いています 。 今回、 10年

前と同じよ うなアンケートを行い、 「将来どう

したいですか」という質問をしたところ、 規模

拡大が4割、 現状維持が4割と、 10年前とほと

んど変わりません。 しかし現状維持の理由とし

て、 「農政の先行き不安定」が10年前には1割

だったのが、 今回では4割に増加しています。

理 由としては固定払いについて国が「これは当

面、 固 定するものである」と説明をしていたこ

とで、 将来は改訂するとも、 しないとも聞こえ

たため不安に感じたからです。 生産性の抑制に

関しては、 直感的に固定払のほ うが数徽払より

も厚く、 単収増加しても収入はそれほど増えな

いという 理由から、 一部の普及セ ンタ ーがコス

ト削減という 形で指導を行っています。 長期的

にこの政策が続けば、 そのよう な方向に向かっ

ていくと思います。

それから今日の私の報告で省いたゲタと単収

の関係ですが、 戸別農家の単価算出では、 市町

村の1998年から2004 年の平年的単収と、 基準

期間の2004年から2005年の実単収とい う 2つ

の単収基準を用いて、 「平年的単収 ＋実単収」

という 算式が組み込まれています。 殷水省は豊

凶変動をならすためと説明していますが、 北海

道のように基準期間に単収が向上した地域のゲ

タを減らし、 基準期間の単収が落ちた地域をや

や上げるということを行なっています。 これは

地域の中でも、 低単収の腹家にはやや有利、 高

単収の農家にやや不利に働くので、 基準期間の

実単収のままとい う のも、 なかなか難しいのか

もしれませんけれども、 緑ゲタを加える時は、

先程でいえば、 06年産で受けた支援実績より

も少し下がっていると いうことに、 計算式上な

ります。

長南座長 ：

算出式のために単収抑制的になる可能性があ

るということですね。 そもそも、 単収が下がる

と い う ことの意味ですが、 ビートの場合、 直播

によって牒作業時間を減少させると、 単収は下

がる。 これは労働節約的な合理的な対応をして

いるため、 単収が下がるという見方ができます

が、 そのあたりを現場ではどうとらえているの

か、 少しお話しいただきたいと思います。

平石 ：

ビートの直播の例と、 その他の作物は分けて

考えたほうが良いと思います。 経営安定対策の

もとビートの直播と移植の所得面での差が小さ

くなった ことから、 労働節約的な直播に転換す

る ことは、 個別経営としての合理性を持ちま

す。 ただし、 単収の低い栽培法では、 必ずしも

生産物当たり生産費は低くないため、 労働節約

的な技術への転換が進むことが、 てん菜全体の

生産コ ストの削減 を阻害することがあります。

ピートの場合、 生産物あたりのコ ストを下げる

行動が所得を向上させる行動に合致しているか

については、 問題があったかと思います。

また、 秋まき小麦では栽培法の観点ではなく

例えば 60kg当 たりの乾燥調整料が千円、 二千

円と掛かっている現状で、 あるいは地域の施設

規模の増設が必要になりそう な状況で、 追加的

な費用をかけてまで増収を進めることが、 この

増収から得られる収入分で割に合うのかという

話がでることがあります。 このことは、 地域で

増収によって生産物のコ ストを下げるポテン
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シャ ルがある場合でも、 生産数塁に比例した収

入が低い場合、 これが十分発揮されないという

こ とです。 これは緑ゲタが厚すぎたためと考え

ています。

長南 ：

新しい戸別所得補償についての燐水省の概算

要求資料が、 最近、 8月31日に出ています。 私

自身、 まだ十分理解していませんが、 この資料

は単収に こだわりすぎている印象があります。

その原因は、 食料自給率向上のためには農産物

の価格を実質的に維持しなければならないと考

えているためではと思います。 その辺、 どのよ

うに評価すればいいのでしょうか。

平石 ：

農水省が単収にこだわっているのは、 これに

よりコスト低減をうながす ことまで考えてのこ

とではないと思いますが、 これによって従前の

ように単収の追求を経て、 生産物当たりのコス

トを下げるようになれば良いと思います。

松木 ：

前回の時はありませんでしたが、 今回の畑作

所得補償では、 国としても 単収に応じてという

ような形で出してきました。 第一点として、 あ

まりにも経営所得安定対策が不評で単収向上で

頑張っても駄目じゃないかという声が多かった

ためです。 もう一点は、 小麦の固定払算出の時
に、 北海道と北九州3県では2004年、 2006年

の単収が上がっていたため固定払いが少なかっ

た問題です。 その際に先ほど話した計算式上の

問題があるといえば問題なために、 単収向上が

あったところは固定払に加えて別途予算措岱が

あります、 というように説明しました。 これは

旧政権時代の脳政改革関係閣僚特名チーム会合

で、 おそらく図表などを示して北海道の人たち

がそう言ってる、 というように報告されたため

です。 それに対して「制度的な欠陥ではなく単

収が上がっても収入が増えない不満があること

を今回直しました」という メ ッ セージではと思

います。 自給率50%を目指すところで、 農水

省がきちんと議論整理していないと思います。

どちらかといえば、 裏作とか、 耕作放棄地で麦

大豆を作り増やしていく方向が強いのではと思

います。

長南座長 ：

畑作を中心に話してきましたが、 今回の戸別

所得補償政策では水田地帯と畑作地帯で施策に

区別がつかなくなったように思われます。 北海

道では減反率が50%という条件でして、 これ

から水田地帯の転作野菜が戸別所得補佼方式に

どのように反応していくのか、 志賀さんにもう

少しお話頂きたいと思います。

志賀 ：

事例として取り上げたMu腹協は、 2000年か

ら2009年に かけて野菜振興を行い 、 野菜生産

額のウエート急増させてきた。 制度変更によっ

ても、 この方向は変わらないと考えます。 米を

中心とする農家も一部いますが、 基本的には野

菜振興の方向です。 現在の土地利用型の野菜・
重塁野菜で一番懸念されていることは、 都府県

送りが中心であることによる運賃と、 急成長し

た野菜産地の集出荷施設投資の問題です。 もう
一つの問題が集出荷施設で働く労働力であり、

これにより野菜産地の方向が決まります。 農協

と町は施設野菜の振興を考えています。 露地野

菜だけだとジリ貧が見込まれるため、 一時中止

した施設投資助成を再度取り組むことにしてい
ます。
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長南 ：

突然の指名で 申 し訳あ り ませんが、 小池さ

ん、 小麦あるいは大豆を組みあわせて生産して

いる上川のようなところと、 野菜への転作をす

すめていると こ ろ を比較した場合について、 コ

メ ン ト を 頂きたいのですが。

小池 ：

松木氏の論点とは違う質問ですが、 志賀報告

の資料5ベー ジの表3、 補償水準を100とした時

の生産贅のカバー率について、 府県では生産費

の補償水準が高く 、 北海道では生産費がかな り

低い状況です。 3 ヘ ク タ ール以上においては生

産費が低 く 、 おそ ら く 補償されな く てもカバー

される部分があると思います。 特に北海道で米

はそ こ まで損失は出ておらず、 松木氏の論点と

同様、 私も米の所得補償には疑問を感じます。

北海道であれば、 む し ろ 麦や大豆に補償を上乗

せして転作を して、 志賀氏の分類では、 水稲 ・

麦 • 大豆が安定する方が良いのではと思いま

す。 各地域で米と麦と大豆に対する支援をプー

ルし、 これまでの産地づ く り 交付金のように地

域で水準を変えた方がいいと思います。 平石氏

の議論でも あ るように、 米に補債することで米

が過剰になる問題や、 品目別のバ ラ ン スの問題

もあるため、 私は北海道では米に所得補償する

必要はないと思うのですが。

志賀 ：

単年度のため生産費割れ した年も実際にあ り

ますので、 私自身は全算入生産費が補填される

ことが基本であると考えています。 たまたま全

国平均と生産贅上の格差があり 、 北海道には有

利に働いています。 このよう に政策で有利性が

あるのであれば、 別 に返上する必要はないと思

います。 北海道では農地流動化の可能性があ

り 、 股地の流動化で資金借り入れをすれば元金

支払いが出てきますので、 全算入生産贄を求め

ていく 考え を基本とすべきであると考えます。

たまたま有利だか ら 良いというのではなく 、 そ

ういう基本的な考え方を検討しなければな ら な

いと考えております。

松木 ：

米に対する助成は一体誰に対するものかとい

う話を伊藤氏がされました。 その点について、

米 自 体 は戸別所得補位がな く て も作 ら れてお

り 、 そ こ に15,000円を乗せて、 さ ら に下がれ

ばその分は支払われる。 また過剰米があるため

に業者は買いたたけると思うのです。 そうなれ

ば伊藤氏が指摘したように、 生産者に渡してい

るよう に見えるが、 実は消要者や中間流通業者

に流れている制度にはな り は しないかと思いま

す。 また北海道は他の地域と違い、 食味の劣等

部分を価格の安さで補いなが ら徐々に食味を上

げてい く こ とで市場のブ ラ ン ド を確立する戦略

をとってきました。 そのため変な助成金を府県

につけて も ら わ ない方がいい ことにな り ます。

ただし、 これは非常に北海道エゴ的話で、 良 し

悪 し は別の話になるため、 その辺は逆に伊藤氏

にお伺いしたいです。

長南 ：

東北においては直接支払い、 戸別所得補僕制

度はどのような評価なので し ょ うか。

長南 ：

東北におい て J Aは米価を市場に任せるとい

う こ とでしたが、 資料でご報告のように飼料

米、 米粉は増えます。 長期的には分かり ません

が、 そのような米を作っていく ことは規模拡大

につながり 、 すでに所有している機械な どを有

効に使えるために基本的に生産コ ス ト は下が

る。 そのように考えてよいですか ？ この場合、
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卸に補佑分をとられる農家だけではなく、 イノ

ベー テ ィ ブな技術進歩をとりいれるような牒家

の存在が全体のコストを下げていく。 したがっ
て、 北海道産米にとっては非常に脅威となるの

ではないか、 本当にコメ生産の所得補償を全部

はずしてよろしいのか、 そういう可能性につい

てどのようにお考えでしょうか ？

伊藤 ：

東北と北海道の米が競合的な関係にならざる

を得ない、 つまり東北は「あきたこまち」や

「ひとめぽれ」をある程度価格競争の中で売り

切る選択をしたと思います。 先ほどの東北の事

例では戸別所得補償制度の支援に関連する話ば

かり しまし たが、 例えば山形県鶴岡市の株式会
社庄内こめ工房は、 1 20戸ほどの稲作専業農家

を組織して、 ロ ッ ト をまとめ、 スカイラークグ

ルー プ等に米の直接販売を行なっています。 そ

こではグルー プ内の作業マニュアルに基づき生

産資材や品質を統一させ、 組織的な対応でコス

トダウンを固り、 商品差別化で販売価格を維持

し よ う と し ています。 また宵森県五所川原市の

有限会社豊心 フ ァ ームでは、 240"-' 2 50haで

米、 麦、 大豆の3作で土地利用型農業を展開

し 、 徹底したコス ト ダウ ンを追求しています。

その一方で、 東北では品目横断の立ち上げの際

に交付金の獲得を目的とした集落営燐がたくさ

ん作られま したが、 本当に経営体としてやって

いけるのは1、 2割ではないかと言われていま

す。 そのなかで今後東北のモデルとなりそうな

先進事例に秋田県大仙市の農事組合法人たねっ

こがあります。 たねっこは、 先週の日本殷業経

営学会でも報告されていますので詳しい説明は

不要と思いますが、 200ha規模の集落営農で、

イ オ ンにお米を販売 し利益を獲得する戦略を

とっています。 ここで挙げた事例はいずれもコ

ストダウンを追求していることはもちろんです
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が、 どういう 形で誰に販売するかをはっきりと

見据えながら自分たちの経営戦略を考えている

点に特徴があります。 私の報告資料の最後に多

様な消費者を囮示しましたが、 8割の消費者は

安価な商品を望んでおり、 そのためにはコスト

を引き下げる経営努力が必要です。 し か し 、 安

さだけを追求すれば産地間競争や価格競争に巻

き込まれ自分たちの営腹や取引の継続が安定し

ません。 コス ト ダウンという 方向と同時に、 あ

る程度の価値を認めてくれる消費者を獲得 し て

いくことも追求 しなければいけません。 その場

合、 北海道と東北の決定的な違いの一つは人口
です。 北海道は550万人、 東北は930万人で

す。 また東北は相対的に首都圏に近く輸送コス
トの利点もあります。 先ほどお話 し た コ メは戸

別所得補償制度の下での展開を考えればよいの

ですが、 野菜などの畑作物は、 首都圏や東北の

中核的都市での販売も考えれば、 差別化や付加

価値をつける余地がまだまだありそうです。 ま

た規模拡大という意味で、 東北膜業の一 番の問

題は漿地問題でありますが、 これは様変わり し

そうです。 先程の志賀報告などに もありま した

が、 東北でも農地価格や地代は下方硬直性がず

いぶん薄れつつあり、 収益性を反映 して低下し

始めているからです。 現在は農地利用集積円滑

化団体も周りの様子を窺っている状況ですから

大きな動きはありませんが、 今後モデル事例が

出てくればかなりまとまった規模拡大が実現し

ていくと思います。 その際にはどこに販売の

ター ゲッ トを絞ってマーケテ ィ ングを展開して

いくのか、 競合する産地はど こ なのかといった

点がポイ ントになっていくのではないで し ょう

か。 東北では最近農協単位での業務用米や業務

用野菜へのシフトが話題になっています。 それ

らは北海道と較べて後発的なマ ーケティングに

なるため、 当然北海道の動きを見ながらコスト

ダウ ンを図り、 先ほどお話した消費者のタイプ



を絞り込んだ販路開拓を し て い く だ ろ う と思い

ます。

伊藤 ：

も う 少 し時間をかけないと評価は難 し い と思

いますが、 先程お話 し た よ う に東北で も コ メ を

単なる商品の一つ と して考えざるを得ず、 その

認識は農協の組合長 レベルでも止むを得ないと

な っ て い ま す。 し か し、 価格に反応する農家ば

か り ではなく 、 戸別所得補低で生産費をカバー

で き ない小規模の3ヘ ク タ ール未満の燐家や、

特 に 1 ヘク タ ール未満の農家は価格 にあ ま り 反

応 し な い と 思 い ま す。 例えば、 集落営牒との関

係で今回貸し剥が し と い う話があ り ま した。 府

県では石川県で結構多かっ たのですが、 なかな

か数字には出てきません。 東北でも少 し あ り ま

した。 貸し剥がしは、 燐地の出し手が戸別所得

補償の1.5万円/lOaを獲得するための行動で

すが、 プロ ッ ク ロ ーテ ン シ ョ ンで転作対応 を し

て きた集落営農に と っ ては作付け計画などを大

幅に変更せざる を得ない こ と か ら 問題 と な り ま

す。 その一方で、 膜地を返 しても ら っ た出 し 手

側の腹家も今後は自分で米づ く り を続けられる

の か と い う と必ずしもそうではない。 主要な稲

作機械をすでに手放 し て い る か らです。 ま た、

これまで 自分が作ったお米を親戚等に縁故米と

して供給してきた小規模農家の多 く は リ タ イ ア

するまでそのス タ イ ルを 崩 し た く ない と い う 意

向が強いので、 彼 ら も また価格に反応 し な い と

考 え ら れます。 問題はそのよう な価格に反応し

ない燐家がいつまで米づ く り を続けるのか と い

う こ と です。 70代や80代など昭和一桁世代の

生産者が い な く なればビジネス ライ ク に進むの

で は な い か と い う話があ り ますが、 今の40代

や50代の後継者世代の 中 に も あ ま り コ ス ト を

掛けないで機械作業などを委託しながら米づく

り を して い き た い と考えている人が少なからず

い る よ うです。 そ う い う 状況 と集落営農の維持

発展を併せ考 え る と 、 価格に反応しない層を抱

え なが ら も コ ス ト 削減努力をせざるを得ない、

いわゆる二正面作戦で地域営農を進めてい く 必

要があるのだろ う と思 い ま す。

こ の ほ かに戸別所得補償制度の交付金が最終

的に誰の手に渡る の か と い う 問題も考える必要

があ り ま す。 戸別所得補償制度の固定払い1.5

万円/lOaを地権者である地主が耕作者である

借 り 手に要求している と い う 話 も あ り ますし、

コ メ 卸売業者が固定払い分を織込み済み で コ メ

を買い叩いている と い う 話 も あ り ます。 ただ、

卸売や小売の人たち の話を 聞 く 限 り で は、 それ

が必ずしも卸売の利益になるわけではなく 、 小

売、 特に品販店の強いバーゲニ ングバワ ーで卸

売 に 引 き下げ圧力 をかけて い る と い う 話 も あ り

ます。 こ の た め 小売サイ ドが本当に引き下げ分

を売価にス ト レー ト に反映させるのか ど う か と

い っ た点を考慮しながら評価 し て い く 必要があ

るのだろ う と思います。

長南 ：

東 北 に お い てJAは米価を市場に任せ る と い

う こ とで し た が、 ご報告 の よ う に飼料米、 米粉

は増えます。 長期的には分か り ませんが、 その

よ う な米を作っ て い く こ とは規模拡大につなが

り 、 すでに所有している機械などを有効に使え

る た め に基本的に生産 コ ス トは下がる。 そのよ

う に考えてよいですか ？ この場合、 卸に補償分

を と られる農家だけではなく 、 イ ノ ペー ティ ブ

な技術進歩 を と り いれ る よ う な嬰家の存在が全

体のコス ト を下げて い く 。 したがっ て、 北海道

産米 に と っ ては非常に脅威 と な る の で は な い

か、 本 当 に コ メ 生産の所得補償を全部はずして

よ ろ し いのか、 そ う い う 可能性についてどのよ

う にお考えで し ょ う か ？
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伊藤 ：

東北と北海道の米が競合的な関係にな ら ざる

を得ない 、 つまり東北は「あきた こまち」や

「ひとめぽれ」をある程度価格競争の中で売り

切る選択をしたと思います。 先ほどの東北の事

例では戸別所得補償制度の支援に関連する話ば

かりしましたが、 例えば山形県鶴岡市の株式会

社庄内こめ工房は、 1 20戸ほどの稲作専業農家

を組織して、 ロ ッ トをまとめ、 スカイラークグ

ループ等に米の直接販売を行なっています。 そ

こではグルー プ内の作業マニュアルに基づき生

産資材や品質を統一させ、 組織的な対応でコス

トダウンを図り、 商品差別化で販売価格を維持

しようとしています。 また青森県五所川原市の

有限会社豊心 フ ァ ー ムでは、 240---.,250haで

米、 麦、 大豆の3作で土地利用型牒業を展開

し、 徹底したコストダウンを追求しています。

その一方で、 東北では品 目 横断の立ち上げの際

に交付金の獲得を目的とした集落営農がたくさ

ん作られましたが、 本当に経営体としてやって

いけるのは1 、 2割ではな い か と言われていま

す。 そのなかで今後東北のモデルとなりそうな

先進事例に秋田県大仙市の農事組合法人たねっ

こがあります。 たねっこは、 先週の日本腹業経

営 学会でも報告されていますので詳しい説明は

不要と思いますが、 200ha規模の集落営股で、

イ オ ン に お米を販売し利益を獲得する戦略を

とっています。 ここで挙げた事例はいずれもコ

ストダウンを追求していることはもちろんです

が、 どういう形で誰に販売するかをはっきりと

見据えながら自分たちの経営戦略を考えている

点に特徴があります。 私の報告資料の最後に多

様な消贅者を図示しましたが、 8割の消費者は

安価な商品を望んでおり、 そのためにはコ ス ト

を引き下げる経営努力が必要です。 しかし、 安

さだけを追求すれば産地間競争や価格競争に巻

き込まれ自分たちの営農や取引の継続が安定し

ません。 コ ス トダウ ンという方向と同時に、 あ

る程度の価値を認めてくれる消費者を獲得して

いくことも追求しなければいけません。 その場

合、 北海道と東北の決定的な違いの一つは人口

です． 北海道は550万人、 東北は930万人で

す。 また東北は相対的に首都圏に近く輸送コス

トの利点もあります。 先ほどお話 したコ メ は戸

別所得補伯制度の下での展開を考えればよいの

ですが、 野菜などの畑作物は、 首都圏や東北の

中核的都市での販売も考えれば、 差別化や付加

価値をつける余地がまだまだありそうです。 ま

た規模拡大という意味で、 東北農業の一番の問

題は裂地問題でありますが、 これは様変わりし

そうです。 先程の志賀報告などにもありました

が、 東北でも燐地価格や地代は下方硬直性がず

いぷん薄れつつあり 、 J灰益性を反映して低下し

始めているからです。 現在は農地利用集積円滑

化団体も周りの様子を窺っている状況ですから

大きな動きはありませんが、 今後モデル事例が

出てくればかなりまとまった規模拡大が実現し

ていくと思います。 その際にはどこに販売の

ターゲットを絞ってマーケティ ングを展開して

いくのか、 競合する産地はどこなのかといった

点がポイントになっていくのではないでしょう

か。 東北では最近農協単位での業務用米や業務

用野菜へのシフトが話題になっています。 それ

らは北海道と較べて後発的なマ ーケティングに

なるため、 当然北海道の動きを見なが ら コ スト

ダウ ン を図り 、 先ほどお話 した消費者のタイブ

を絞り込んだ販路開拓をしていくだろうと思い

ます。

長南 ：

戸別所得補償制度は来年度からの実施で、 ま

だ何とも言えませんが、 北海道殷業にとってよ

り良 い制度設計 になっているのか、 あるいは過

去3年間の旧制度で良くない部分は是正されて
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いるのか。 フロアから北海道農業にとってより

よい農業制度の設計とは何か、 とくに稲作と畑

作の境界なしという意味で、 輪作などに対する
制度の影響について何かご意見ないで し ょ う

か。

仁平 ：

水田と畑作と似てきているということもある

かもしれませんが、 水田は経営安定対策とは別

に、 従来であれば産地づくり、 今年からは水田

利活用という2本立てとなっていますが、 志賀

報告の中では経営安定対策自体の評価について

は触れていなかったため、 あえて経営安定対策

と産地づくり、 あるいは水田利活用と分けてこ

の3年間どうだったかお聞きしたいです。 水田

地帯は特に緑ゲタが低く、 畑作に比ぺ特に小麦

などは10,000円以上低いという状況の中で経

営安定対策がどうだったのか、 また実態からい

えば、 経営安定対策より産地づくり交付金の方

が金額も大きく、 戸別所得補償も緑ゲタがなく

なることで水田地帯が従来より良くなる効果を

もつと思いますが、 今後の展望についてどう考

えられているでしょうか。

また先ほど水田地帯の地帯構成で、 これは基

本的に同感ですけれども、 本当は野菜と言われ

た部分を含め、 戸別所得補債主体の形成と、 地

域の水田農業や土地利用との関わりが気になり

ます。 例えば施設型で何とかなるという話は、

地域の水田利用をどうするかという話から少し

それてきます。 個別主体の形成の話と地域の話

がずれてくるため、 産地づくりでは地域レベル

で柔軟に問題に取り組むことが出来ましたが、

水田利活用は地域ごとにどう仕組んでいくかや

りづらくなっているのではと思います。 この辺

り、 個別主体の形成の面では良いかもしれませ

んが、 地域の土地利用をどうしていくか、 特に

野菜の事例として挙げられるような地域は、 転

作率 6 7 % の状況で土地利用をどうしていく

か。 現実的には新規需要米のように取り組まれ

たりしているため 、 地域の取組方をどう考える

かは難しいところです。 助成金や交付金のあり

方のようなところで何か調ぺたことがあれば教

えて頂けないでし ょうか。

志賀 ：

大きな問題ですので、 答えられることだけ回

答します 。 産地づくりと経営安定対策でいえ

ば、 産地づくりの影響が水田作地帯全体ではか

なり大きと考え、 そちらを重点的に取り上げた

というのが事実です。 この産地づくり対策で、

北海道の米をめぐる色々な問題が、 地域問調整

を通じて緩和されていた側面がかなりあるので

はと考えています。 仁平氏と小池氏が行なって

いる産地自体の集中化、 他方加工用米を含め、

転作を増加させた地域は米から撤退するような

動きを強め、 北海道全体ではかなり落ち芍いた

と思います。 米を作れなくなった産地の方は非

常に無念に思っているかもしれませんが、 米の

地域分化を誘導したという点で産地づくり対策

や交付金の影響の大きさというのを取り上げま

した。 ただ、 そこで見られた地域のエ夫が、 全

国一律対策の視点が強い戸別所得補位でなく

なってしまうことを懸念 しています。 産地資

金・拡大加算などが再生協議会で考えられます

が、 水田農業推進協議会と同 じような役割を果

たすことができるか懸念しています。 地域の特

性を生かした工夫が出来るものとして、 活用し

ていけるかどうかが大きいのではないかと思い

ます 。 それからもう 一つ事例としたMu燐協

で、 野菜が入って地域全体の土地利用はかなり

後退しています。 また、 ドールなどが企業参入

し、 楽観は許さないと思います。 実際には肉牛

と一部に酪股があり、 肉牛への餌供給を、 それ

から数軒ですが、 軽種馬経営が耕畜連携を使っ
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て土地を牧草地として利用する取り組みなどで

何とか対応をしていたのがこれまでの経過で、

今後肉牛の飼料米利用を検討していくというの

が実態です。 こうした畜産関係の基盤がないと

ころでは、 仁平氏のような懸念は非常に出てき

ます。 ただ北海道全体としては、 野菜振興を強

めた水田作地域が結構あるにも関わらず研究サ

イ ドとしては非常に弱く、 かなり強調した一面

もあります 。 このあたりの土地利用について

は、 今後とも研究に取り組んでいかなければと

思います。

長南 ：

ありがとうございました。

黒柳 ：

大変有意義な研究の成果をお聞きしました。

まず一つは所得補償政策において、 理論上実際

には高所得者にも一律にということが当初言わ

れており、 これは所得補僕政策でないと思いま

す。 たとえ国民に対する自給率向上のためとし

ても、 「殿業だけああまたか」と思われがちに

なるよりは、 特に財政が窮迫している場合、 他

の非農業、 一般消費者にも関係するような政策

が大事になります。 また政策といえば生産、 流

通、 消贄になりますが、 特に所得補償政策とそ

の他、 流通政策で、 日本の農産物食料価格が国

際価格水準まで安くなることを消費者は期待し

ていると思います。 私は皆さん方に、 特に伊藤

先生に、 投入財価格補助金制度と所得補償制度

どちらにメリ ットがあるかお聞きしたいです。

たとえば円高だと輸出が出来ないと困 っていま

すが、 逆発想すれば海外から資源石油など安く

買えるため、 この際そのような投入財を購入し

て備蓄する方法を考えるぺきではと思います。

逆の円安の場合には製品の輸出も考えられます

し、 企業がドル高時に向こうに行って日本へ逆

輸出するなど、 その辺をどのようにお考えにな

るか少しお伺いしたいです。 少し長くなりまし

たが、 先ほど ご意見ありましたが、 わが国の流

通消費拡大政策からいけば、 朝が大体パン、 昼

が麺で、 夜が炊飯という格好になっているよう

に思います。 その場合、 一つは米粉、 もう一つ

は飼料米、 この場合、 単収は800キロというよ

うなものでも通用するということで。 米をバン

にして、 米を粒状化して、 夜、 食事する。 そう

いうことも極端に言えばどうかな、 と思うわけ

です。

長南 ：

マ ク ロ 的 な牒業政策の評価ということです

ね。 最近は、 消費者も、 農家も国際的な価格水

準を完全に意識していますね。 伊藤さん、 一言

お願いします。

伊藤 ：

投入財価格への補助と生産物価格への補助、

どちらに効果があるのかは生産構造をきちんと

モデル化して、 為替レートの変動を加え分析し

なければならないことだと思います。 ただ、 今

回の戸別所得補償制度もそうですが、 例えばす

べての生産者を対象とする投入財価格への一律

的な補助がある場合、 一部の生産者に対しては

生産物価格を引き下げても供給への影響はそれ

ほど大きくないという梢報が業界関係者に一瞬

のうちに伝わる、 それが伝わらないのはたぷん

消費者だけではないかと思います。 制度の変化

に伴いフー ド チ ェ ー ンのどの段階で余剰の変化

を取り込むのが適切な再配分となるのか、 今は

答えられず申し分けないのですが、 それは流通

構造で変わってくるのだろうと思います。

これに関連して一点お話させて下さい。 今回

の戸別所得補債に関して、 昨年12月 に米モデ

ル対策の内容が公表された時に、 仙台で40ha
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ほど米作りをしている認定農業者を招いてワ ー

ク シ ョ ッ ブを開催しました。 そ こではまず、

1.5万円/l Oaの固定払いから約600万円の収入

が見込めるわけで、 それは生活費として充分な

水準との報告がありました。 次に、 その経営で

は米を自 ら直接販売しているため儲かるのでは

ないかと思っていましたが、 彼は自 分の利益を

雇用対策との兼ね合いで人材育成に投資し、 自

らの経営発展だけではなく、 従業員を次々と独

立させて地域農業の発展につなげたいというこ

とでした。 戸別所得補償で獲得できる部分を何

に投資するかの違いで、 今後の地域の発展の仕

方が変わるのではないかと考えています。 逆

に、 ある程度所得補償される ことで経営努力を

するインセンティ ブが欠 けるのではないかと

いった指摘もあります。 経営者機能や地域の中

での経営をどう認識するかという ことが、 所得

補償の効果を考える際に大切な視点だろうと思

います。

長南 ：

どうもありがとう ございました。 戸別所得補

償制度についてはもう少し時間が経たなければ

十分な議論が出来ないと思いますが、 燐家の所

得が高くなったからよかったね、 という話では

なく、 本日 、 松木さんが指摘された （表面化し

ていない）財源問題の他にも腹業基盤整備の財

源が振り替えられるなど、 将来的にきびしい状

況になっております。 平石さんの報告に関連し

て、 畑作では地力維持と家族労働の最適配分と
いうことで輪作を維持してきましたが、 もう少

し こ の枠を超えて畑作の生産性をあげる必要が

あろうと思います。 志賀さんは産地づくり交付

金というものの役割について重視しておりまし

た。 いくつもの政策手段があるため、 パ ラ ンス

を考えて限られた財政資金を使っていく、 相

当、 テキバキ と頭を働かせなければならない
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と、 今日の議論をとおして強く思いました。

また東北と北海道との違いでは、 老齢化・高

齢化が進んでいる地域で、 単収を減らしても直

接支払いがあるから営農を継続するという選択

ができるわけです。 市場を通さない取り組みに

ついても、 いろいろなカ タ チがあろうかと思い

ます。 一方、 北海道のいいところは、 世の中は

JAに対してずいぶん批判的になってきました

けれど、 JAを中心に広域で流通基盤へ投資

し 、 全国市場へ供給する、 そういった強みがあ

るわけです。 今日は充分に議論できなかったと

ころについても、 おおいに研究を発展させてい

ただけたらと思います。 本 日 は、 皆さまのご協

力ありがとうございました。


